
低炭素建築物認定申請 

受付管理票 

申請者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８ 

 

 

 

 

 

申請者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 
フリガナ カブシキガイシャ キョウトフドウサン 
     ダイヒョウトリシマリヤク キョウト タロウ 

株式会社京都不動産 

代表取締役 京都 太郎 

 

建築予定場所 

 

京都市〇〇区〇〇町〇〇―〇〇 

 

☑ 手続を委任 

代 理 人 

会社名等：株式会社〇〇設計事務所 

所 在 地：京都市〇〇区〇〇町〇〇―〇〇  電話：〇〇〇（〇〇〇）〇〇〇〇 

（担当者：審査課 花子      担当者連絡先：〇〇〇（〇〇〇）〇〇〇〇 

□ 代理人無し 

連 絡 先：     （    ） 

該当する項目にレ点をつけてください。 
 

 

手続の種別 敷地の条件 手続の状況 

都市緑地法 
緑地保全地域の手続が必要な地域か※１ 手続完了・手続中・不要 

緑化協定区域に入っているか※１ 手続完了・手続中・不要 

生産緑地法 生産緑地に入っていないか※１ 手続完了・手続中・不要 

建築基準法 建築協定区域に入っていないか※２ 手続完了・手続中・不要 

※１ インターネット上の京都市地図情報提供サービス（https://kyoto-gis.city.kyoto.lg.jp/kyotocity/Portal）

で検索し、結果を御記入ください。インターネット環境がない場合は、都市計画課の窓口をお尋ねください。手続

が完了している場合は「手続完了」に〇をし、届出書等の写しを申請書に添付してください。手続中である場合は

「手続中」に〇をし、当該手続完了後はすみやかにご提出ください。 

※２ 建築協定の詳細に関することは、建築指導課の窓口をお尋ねください。 

 

該当する項目にレ点をつけ、対象延床面積を御記入ください。 

 

 

（以下は記入不要です。） 

 

手数料算定根拠面積 （建築物全体を申請の対象とする場合は記入不要です。） 

申請の対象とする範囲 
□複合建築物の非住宅部分である場合 申請対象延床面積：＿＿＿＿＿＿㎡ 

□複合建築物の住宅部分である場合 申請対象延床面積：＿＿＿＿＿＿㎡ 

※受付欄 ※認定手数料        年  月  日決定 

備考 
  年  月  日 

課長 係長 担当 

第        号 
手 数 料 計  ￥         － 

認定申請手数料  ￥         － 



チェックリスト 

図書 チェック内容 確認欄※ 

様式全て 最新の様式を使用している。 ☑ 

認定申請書 
様式第五 
（第一面） 

申請日を記入している。 ☑ 

申請者の住所、氏名を正確に記入している（フォント１０ポイント以上）。 ☑ 

申請者が複数いる場合で姓が同じ場合、姓を省略せず記入している。 □ 

申請の対象とする範囲にチェックをつけている。 ☑ 

（第三面） 

【１】申請する建築物の地名地番を記入している。 ☑ 

【２】該当する区域にチェックをつけている。 ☑ 

【３】【４】【５】記入しており、添付図面の面積と照合している。 ☑ 

【６】記入している。 ☑ 

【７】該当する用途にチェックをつけている。 ☑ 

【８】一戸建ての住宅以外で住戸がある場合は、記入している。 ☑ 

【９】該当する工事種別にチェックをつけている。 ☑ 

【１０】記入している。 ☑ 

【１１】「別添設計内容説明書による」と記入している。 ☑ 

【１２】「６」と記入している。 ☑ 

【１３】記入しており、添付図面の面積と照合している。共同住宅等又は複合建

築物の場合は「開放部分及び共用部分を除いた部分の床面積」を記入している。 
☑ 

【１４】 

記入しており、添付図面の計算結果と照合している。 ☑ 

「基準省令第10条第2号イ⑵」の基準又は「基準省令第10条第2号ロ

⑵」の基準を用いる場合は別紙に記入している。 
□ 

「基準省令第10条第2号ロ⑵」の基準を用いる場合は、共同住宅等又

は複合建築物の住宅部分の共用部分の一次エネルギー消費量は「基準

省令第10条第2号ロ⑴の基準」に記入している。 
□ 

【１５】記入している。一戸建ての住宅の場合、添付図面の計算結果と照合している。 ☑ 

【１６】該当しない場合は「無」にチェックしている。 ☑ 

【１７】該当する場合記入しており、添付図面の計算結果と照合している。 □ 

（第四面） 
共同住宅等又は複合建築物の場合、住戸ごとに作成している。 
または別紙にて表記している。 

☑ 

（第五面） 
２．記入している。 ☑ 

３．記入しており、工事着手予定日は申請日以後である。 ☑ 
 
   

委任状 
（代理人が 
申請する場合） 

委任内容が本市への低炭素建築物認定申請手続である旨が記載されている。 ☑ 

委任日、受託者の住所氏名、委任者の住所氏名、工事場所が記載されている。 ☑ 

   

添付資料 

適合証を添付している。 ☑ 

審査機関に提出された添付図書全て添付している。 ☑ 

緑化計画書 該当する場合は届出書の写しを添付している。 ☑ 

※該当する項目のみチェックしてください。 


